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研究成果の概要：具体的な東アジア共通農業政策の１つとして論議され，日本政府によって
世界貿易機関に提案された国際備蓄制度の有効性および実現可能性について，コメを事例に，
計量的に検証した．その結果，第１に，東アジアに限定した国際コメ備蓄制度は発動されるこ
とがなく，制度の現実的意義は小さいこと．第２に，バングラデシュを国際備蓄の受贈者とし
て含む備蓄制度は，バングラデシュの食料安全保障の確保と市場安定化に貢献するが，国際市
場が歪曲され，莫大な備蓄費用がかかること．第３に，以上の問題は，先進国の替わりに輸出
国が国際備蓄の贈与者となるよう備蓄制度を改良することにより，解決されること．以上の３
点を明らかにした． 
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１．研究開始当初の背景 
 
(1)ＦＴＡやＥＰＡを通じて，わが国が東ア
ジア諸国との経済連携を深めつつある中，東
アジア共通農業政策構築の実現可能性につ
いて現在論議が行われている． 
 
(2)日本，中国，韓国およびアセアン諸国に

よる共同立案を目指したこの東アジア共通
農業政策には，関係各国がＧＤＰに比例して
拠出した基金を共通予算とし，関係国間で必
要な共通政策を講じることにより，多様な農
業の共存と安定的発展を東アジアで図ろう
という狙いがある． 
 
(3)ＦＴＡなどの経済連携によって食料安全



保障や農業生産者保護上，大きな不利益を被
る恐れのある関係国においては特に，その実
現が期待されている． 
 
 
２．研究の目的 
 
(1)本研究の目的は，多国間貿易の政策シミュ
レーション分析を通じて，東アジア共通農業
政策の多国間コスト・ベネフィット分析を計
量的に行い，東アジア共通農業政策構築の実
現可能性について考察することである． 
 
(2)研究にあたっては，政策構築の実現可能性
について東アジア関係各国の相互理解を得る
ためにも，東アジア共通農業政策が関係各国
の食料需給や国際食料貿易に与える影響（ベ
ネフィット）を計測すると同時に，関係各国
の拠出金額（コスト）も計測する必要がある． 
 
(3)申請者はこれまで，関税割当や輸出補助金，
不足払い，直接所得支払い，生産割当など各
政策の経済効果（ベネフィット）を個別具体
的に計測しうる，多国間貿易の政策シミュレ
ーションモデルを開発し，ＷＴＯ農業政策や
ＦＴＡの経済効果を計量的に分析してきた． 
 
(4)本研究は，申請者がこれまでに開発してき
た政策シミュレーションモデルにシャドウ・
コストの概念を新たに導入することで，コス
トとベネフィットの両面から，東アジア共通
農業政策構築の実現可能性について計量分析
を行い，所期の目的を達成するものである． 
 
(5) 本研究の目的をより具体的に述べると，
以下のとおりである． 
 
① 東アジア共通農業政策の具体策として予

想される政策を整理する． 
 
② 以上で整理された政策について，シャド

ウ・コストの概念を導入しつつモデルを
構築し，そのモデルを申請者がこれまで
開発してきた多国間貿易の政策シミュレ
ーションモデルに統合する． 

 
③ 東アジアにおいて も基礎的な食料であ

るコメを事例に，多国間貿易の政策シミ
ュレーション分析を行い，その分析を通
じて，東アジア共通農業政策が東アジア
関係各国の食料需給や国際食料貿易にど
れ程のベネフィットをもたらし，またど
れ程のコストを要するか，コスト・ベネ
フィット分析を行う． 

 
④ 以上の分析結果をもとに，東アジア共通

農業政策構築の実現可能性と課題につい

て考察する． 
 
⑤ 本研究を総括し，残された研究課題につい

て考察する． 
 
 
３．研究の方法 
 
(1)東アジア共通農業政策の具体策として予
想される政策について整理する（関連資料の
調査・収集）． 
 
(2)以上で整理された政策について，シャド
ウ・コストの概念を導入しつつモデル化し，
そのモデルを，申請者がこれまで開発してき
た多国間貿易の政策シミュレーションモデル
に統合する（関連資料の調査・収集）． 
 
(3)本稿で展開する空間均衡モデルの主要な
前提条件は次のとおりである． 
 
① ｎ国のすべてないし一部によって，国際

備蓄制度が施行される． 
 
② 国際備蓄の管理・運営は唯一の国際機関

が担い，国際備蓄主体は，当該食料の（輸
入を含む）総供給量が食料安全保障水準
に満たない国際備蓄制度参加国（以下，
被放出国）の市場に対して，備蓄した当
該食料を放出する． 

 
③ 当該食料の備蓄量が国際備蓄の 低必要

量を下回った場合，被放出国以外の国際
備蓄制度参加国（以下，積増国）のＧＤ
Ｐに応じて，国際備蓄主体はその不足分
を積増国政府に積み増させる．ただし，
積増国となることで，当該食料の総供給
量が食料安全保障水準を下回るようにな
ってしまう国（以下，積増義務免除国）
は，国際備蓄の積み増し義務が免除され
る． 

 
④ 被放出国は，国際備蓄主体から放出され

た当該食料を他国へ転売しないように，
輸出割当が義務づけられる． 

 
⑤ 国際備蓄の積み増し義務を課された積増

国の政府は，自国の市場で当該食料を調
達する． 

 
⑥ 各国における消費者および産地は価格受

容者である． 
 
⑦ 各国の市場は関税割当制度に対応し，制

度上，関税が課されない国産市場と，関
税が課される第１次税率市場および第２
次税率市場の３市場に区分されるが，当



該食料は消費者によって３市場で差別さ
れない． 

 
⑧ 各国間の単位輸送費は一定である． 
 
⑨ 各国の需要関数および供給関数は線形

関数で表される． 
 
(4)多国間貿易の政策シミュレーション分析，
および東アジア共通農業政策の多国間コス
ト・ベネフィット分析に必要なパソコン用プ
ログラムを構築する（関連資料の調査・収集．
パソコン，プリンタおよびパソコン用ソフト
ウェアの利用）． 
 
(5)コメの生産，消費，国際輸送，貿易政策お
よび国内政策に関する（東アジアを含む）世
界各国のデータ，ならびに東アジア共通農業
政策に関するデータを調査・収集し，多国間
貿易の政策シミュレーション分析，および東
アジア共通農業政策の多国間コスト・ベネフ
ィット分析に必要なデータセットを構築する
（関連資料の調査・収集．パソコン，プリン
タおよびパソコン用ソフトウェアの利用）． 
 
(6)コメの供給関数，需要関数および輸送費を
国別に各々推計する（パソコン，プリンタ，
パソコン用ソフトウェアの利用）． 
 
(7)東アジア共通農業政策に関する多国間コ
メ貿易の政策シミュレーション分析，および
多国間コスト・ベネフィット分析を行う（関
連資料の調査・収集．パソコン，プリンタ，
パソコン用ソフトウェアの利用）． 
 
(8)以上の分析結果をもとに，東アジア共通農
業政策構築の実現可能性と課題について考察
する（関連資料の調査・収集）． 
 
(9)本研究を総括し，残された研究課題につい
て考察する． 
 
 
４．研究成果 
 
(1)食料安全保障，市場安定化，商業貿易へ
の影響ならびに備蓄制度の運営に要する費
用という観点から，国際備蓄制度の有効性お
よび実現可能性について計量的に分析しう
る空間均衡モデルを新たに展開した． 
 
(2)そのモデルを利用して，わが国の国際備
蓄構想について，コメを事例に政策シミュレ
ーションを行った結果，以上の３点が明らか
になった． 
 
① 東アジアに限定して国際コメ備蓄制度を

施行すれば，備蓄制度の規模は極めて小
さくなるため，備蓄制度の現実的意義が
小さくなる． 

 
② バングラデシュを含むよう，東アジアを

越えて広域に備蓄制度を展開すれば，バ
ングラデシュにおいて食料安全保障は確
保され，市場も安定化するが，バングラ
デシュ以外の国の市場や商業貿易が大き
な影響を受け，備蓄費用も莫大となる．
つまり，備蓄制度の有効性および実現可
能性は低い． 

 
③ 備蓄の積み増しが純輸出量に応じて国際

備蓄制度参加純輸出国間で按分されるよ
う備蓄制度を改良すれば，備蓄制度がバ
ングラデシュ以外の国の市場や商業貿易
に与える影響は小さくなり，その費用も
かなり少額となる．つまり，備蓄制度の
有効性および実現可能性が高くなる． 

 
(3)本研究の残された課題は次のとおりであ
る． 
 
① 本研究で展開した空間均衡モデルは，１

財を対象とする静学モデルであるため，
コメと代替関係にある他の食料の分析や，
それら食品の需給調整過程の分析が可能
な多財・動学モデルに発展させる必要が
ある． 

 
② 本研究のモデルは，備蓄主体を国際備蓄

主体に限定しているので，民間備蓄主体
など他の備蓄主体を含むモデルに改良す
る必要がある． 

 
③ 本研究では，分析対象国を 13 カ国に限定

したが，より多くの国，特に被放出国と
なる可能性が高いより多くの後発開発途
上国および食料純輸入開発途上国を分析
対象国として加え，本稿と同様の分析を
行う必要がある． 
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